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Ⅰ 事 業 報 告 

１． 個別事項 

（１）歯科医師需給問題について 

１．第 2 回理事会（H27.5.25）及び第 7 回理事会（H27.10.19）において、募集人

員、入学者数及び入学定員の関係について、意見交換が行われた。 

 

２．第 8 回理事会（H28.3.3）において、安井副会長から、昨年 12 月 16 日に歯科 

 関係業界誌（6 社）を集め、井出会長とともに、我が国の歯科界において私立歯 

科大学・歯学部が果たしてきた大きな役割並びに私立歯科大学・歯学部が置かれ

ている現況等について理解を求めるため懇談会を実施したところであるが、今後

も記者との情報交換も兼ねて、年に数回実施したいとの報告があった。（別記 1） 

 

３．文部科学省「歯学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議」 

（１）第 8 回理事会（H28.3.3）において、文科省の歯学教育の改善・充実に関す

る調査研究協力者会議の委員である井出会長及び川添理事から、3 月 2 日に開

催された同会議の審議状況について説明があった後、意見交換が行われた。 

 

（２）第 81 回総会（H28.3.28）において、文科省の歯学教育の改善・充実に関す

る調査研究協力者会議の検討状況について、先ず、安井副会長から、同会議は、

昨年 2 月に提言・要望をまとめ、その後、新たなメンバーで第 16 回の会議を７

月 31 日に、次に、第 17 回の会議を 10 月 29 日に開催し、その後、フォローア

ップ調査が実施され、その調査を踏まえ、第 18 回会議を今月 2 日に開催した。

そして、フォローアップ調査のまとめが 3 月中に出される予定である。なお、

今月 2 日に出された「歯学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議第 1

次報告（平成 21 年 1 月）を踏まえた第 3 回フォローアップ調査まとめ（案）」

では、入学定員の削減とか、編入学の問題とか、あるいは自験の問題とかが出

ていると聞いているとの情報提供があった。 

続いて、第 18 回の会議に協会として出席した井出会長から、同会議では、

たとえば欠員補充の実施状況等々、調査項目として必ずしも適当ではないよう

な検討が行われているので、協会としてきちんと意見を述べていく必要がある

と思っているとの見解が述べられた。（別記 2） 

 

４．厚生労働省「歯科医師の資質向上等に関する検討会」 

（１）第 1 回理事会（H27.4.20）において、川添会長から、資料に基づき、女性歯

科医師の活躍に関するワーキンググループの会議が、3 月 18 日に開催されたこ

と、本協会関係者は福岡学園理事長の水田先生と日本歯科大学生命歯学部長の

羽村先生の二人が構成員になられていること等が報告され、次のような意見交

換があった。 

 ○ 平成 22年から24年の 2年間で新規に届け出したのは1000人しかいない。 

1 年間 500 人である。20 年以降横ばいで､ほとんど増えていない。 
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だから、もう一辺よくどのくらいの人が働いているのかを調べれば、歯科

医師会の言っていることと違う需給数になると思う。 

 ○ 平成 24 年の三師調査を見ると、平成 8 年から 50 歳未満の歯科医師は継

続的に減少している。1 万人くらい絶対数で減少しているというのが平成

8 年からの数である。60 歳代が、もう下がり始めるので、22 年から 24 年

では 940 人くらいしか歯科医師は増えていない。これから先のことを考え

ると､多分総数は減少し、高齢の歯科医師が多くて 50 歳以下の働き盛りの

歯科医師は少ないという年齢構成になっていくと思う。 

 ○  歯科医師の女性と男性を､平成 24年のデータで人口ピラミッドを作って

みると、男性が特に減っている。これを見るときに、常に経年的に移動し

ていくということと、年齢構成を社会の年齢構成と一緒に考えないといけ

ないと思う。（別記 3） 

 

（２）第 3 回理事会（H27.6.22）において、川添会長から、資料に基づき、6 月 3

日に開催された歯科医師需給問題に関するワーキンググループの審議状況につ

いて報告があった。（別記 4） 

 

（３）第 7 回理事会（H27.10.19）において、川添理事から、資料に基づき、10 月

8 日に開催された歯科医師の資質向上等に関する検討会の審議状況の説明があ

った。また、井出会長から、日本歯科医師会の現執行部は、昨年 10 月に出した

｢歯科医師需給問題の経緯と今後への見解｣について適当でなかったという見解

であるので、次回の歯科医師需給問題に関するワーキンググループでは、それ

を踏まえて発言してほしい旨の発言があった。（別記 5） 

 

（４）第 8 回理事会（H28.3.3）において、川添理事から、資料に基づき、1 月 29

日に開催された歯科医師需給問題に関するワーキンググループの審議状況につ

いて、本年 3 月末までにまとめるとの予定であったが結論にはまだ時間がかか

るとの報告があった。（別記 6） 

 

（５）第 81 回総会（H28.3.28）において、川添理事から、歯科医師の需給問題に

関するワーキンググループの検討状況について次の情報提供があった。 

 ○ 歯科医師の資質向上等に関する検討会は、平成 27 年１月に設置され、

全体会議の下に、歯科医師の需給問題に関するワーキンググループ、女性

歯科医師の活躍に関するワーキンググループ、歯科医療の専門性に関する

ワーキンググループが置かれている。 

 ○ このうち、歯科医師の需給問題に関するワーキンググループは、本年１

月 29 日に第４回が開催され、その時点における「論点整理（たたき台）」

が、資料のとおり示された。（別記 6 に掲載しているため、添付は略。） 

資料の中には、ワーキンググループの構成員からの一つの推計値として出

された、今後の歯科医師の年間新規参入数を 2,000 人（平成 26 年 10 月の

日本歯科医師会の推計値は、1,500 人）として推計した場合の考え方も書

かれているので、皆様には是非お目通し頂きたい。 

今後、このワーキンググループは４月 12 日に第 5 回の開催が予定されて

いるが、同日に、まとめという段階になるかどうかは明確になっていない。 
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日本歯科新聞
平成２８年１月１日（金）

月刊「歯科医療経済」（２０１６年１月号）

- 5 -

別記１

別記２
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「歯科医師の資質向上等に関する検討会 歯科医師の需給問題に関するワーキングルー

プ」において主張すべき事柄について（未定稿） 

 

 

歯科医師・歯科医療の需給に関する調査研究ワーキンググループ委員から 

 

 

【小林座長】 

１．歯科医師数の需給だけではなく、超高齢社会で必要とされる歯科医療の需給について

検討を行うべき。 

２．まず歯科医師数の議論は、総数ではなく医療施設に従事する歯科医師数を基本にする。 

３．医師・歯科医師・薬剤師調査による、50 歳未満の歯科医師数は、平成 8年 59815 人か

ら平成 24 年には 50017 人と 9798 人減少している。この間の国家試験合格者数は約 2400

～2500 人であり、新規参入歯科医師の抑制効果は十分に出ている。 

４．歯科医師数は総数だけで議論すべきではなく、歯科医師の年齢構成を考慮すべきであ

り、新規参入歯科医師の抑制は、歯科医師の高齢化を招く、2000～2400 人で歯科医療活

動が低下せず、歯科医療サービス体制が向上する方法をとるべきである。 

 

 

【安井委員】 

１．歯科医療は、国民の歯科医療に対するニーズと、歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士

からなるデンタルチームで成り立っているわけであるから歯科医師数の需給では解決で

きない。現在の、歯科衛生士学校への志願者低下と日本歯科医師会が実施する復職支援

というアンバランスや歯科技工士不足への対応等、全体の歯科医療全体のバランスが崩

れている。 

２．国民にとっての歯科医療を考えると、周術期の口腔ケアなど病院歯科の対応、超高齢

社会への在宅あるいは施設での歯科医療対応など、歯科医師や歯科衛生士が充足できず

に、医師が看護師をつかって行っている現実は如何なものか。専門家が対応する必要が

あるのではないか。 

３．歯科医師は、歯科医師免許を取得してから臨床力を向上させて国民歯科医療に貢献す

る一方で、高齢になると身体的な能力の減衰から徐々に稼働力は低下していく。また、

今後、増加が予想される女性歯科医師は出産や子育ての時期においては稼働力が低下す

る。このような状況から、歯科医師数ではなく歯科医師稼働力をもって、国民の負託に

応えられる歯科医療を保持し向上することができるかを思慮するべきである。 

４．これまでの1診療所1歯科医師の既存の概念で地域包括ケアシステムに対応できるか、

病院での口腔ケアが対応できるか等、歯科医療の方向性を考える中で歯科医師、歯科衛

生士、歯科技工士の在り方を考えるべきである。 

５．医師、看護師等が極端に増加する中で、国民総医療費の抑制策として歯科医療が考え

られているとするならば歯科医療の本質の問題ではなくなる。 

 

 

【羽村委員】 

１．第 26 回日本老年歯科医学会大会の教育講演で、在宅における歯科医療供給は絶対的に

不足しているとの指摘がなされている。このような現状を無視しての歯科医師数減少のみ

を論じることは、絶対に反対する。 
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（２）歯科医師国家試験について   

１．第 1 回理事会（H27.4.20）において、川添会長から、去る 3 月 18 日に合格発

表の行われた第 108 回歯科医師国家試験に関して、昨年はこのことについて厚労

省へ要望を出したところであるが、今年の扱いは如何にするかが諮られ、次のよ

うな意見交換があった。 

○ 適切な歯科医師数について、歯科医師会のいう数字が認められると、国家

試験は年々難しくなっていく。 

○ 削除問題というのが多いが、これを見ると､普通学内のブラッシュアップ

だったら刎ねられる問題が結構ある。これだけあると学生は無駄な時間をか

けていることになるので、ブラッシュアップは一体どうなっているのか疑問

である。 

○ 厚労省への意見は、国公立を含めた今度の全国歯科大学長・歯学部長会議

で、意見をまとめて出していただきたいと思う。 

 

２．厚労省は、平成 28 年 1 月 30 日～31 日に「第 109 回歯科医師国家試験」を実 

施し、3 月 18 日に合格発表を行った。 

  【第 109 回】 

          (出願者数) (受験者数) (合格者数) (合格率) 

     新卒者   2,536 人  1,969 人  1,436 人    72.9％ 

     全 体      3,706 人  3,103 人  1,973 人   63.6％ 

 

   （昨年の状況） 

    【第 108 回】 

          (出願者数) (受験者数) (合格者数) (合格率) 

     新卒者   2,525 人  1,995 人  1,457 人   73.0％ 

     全 体      3,695 人  3,138 人  2,003 人   63.8％ 

 

（３）歯科医師臨床研修について 

１．第 1 回理事会（H27.4.20）において、川添会長から、歯科医師臨床研修にかか

る補助金が削減されていること等について、3 月に開催された病院部会や経営部

会から、理事会において今後の対応を検討されたいとの要請があったので、理事

会で検討願いたいとの発言があり、検討が行われ次のような意見が出された。 

○ 歯科医師臨床研修の経費のことは､厚労省に対して訴え続けることが必

要と思う。その際、協会としてもこの経費の増額策について別の視点から

考えていくことも必要と思う。 

○ 歯科医師臨床研修の在り方検討委員会で、本学ではこういう形でプログ

ラムを組み実施しているとか、こうやると上手くいくし負担が少なくなる

のではないか、という情報交換をしていただければと思う。 

  これらの意見を踏まえ、協議の結果、歯科医師臨床研修の在り方検討委員会で 

検討することとなった。 
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２．第 3 回理事会（H27.6.22）及び第 80 回総会（同日）において、小林専務理事 

から、6 月 8 日に歯科医師臨床研修の在り方検討委員会を開催し、歯科医師臨床

研修について各大学の実情等について情報交換を行ったこと、また、「平成 27

年度歯科医師臨床研修事業収支等の実態調査」がまとまったことの説明があっ

た。 

 

３．第 7 回理事会（H27.10.19）において、厚労省医政局歯科保健課の川畑課長補

佐から、資料に基づき、歯科保健課及び歯科口腔保健推進室の体制が 10 月 1 日

から専任職員等が配置されるなど充実されたこと、歯科医師臨床研修費補助金の

概算要求額を前年度並みにとどめる努力をしていること、並びに同補助金の今年

度の執行が厳しいことの説明があり、合わせて、医学部・医科大学附属病院にお

ける医科歯科連携の取組の調査結果について説明があった。（別記 7）  
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（４）歯学教育の認証評価について 

１．第 80 回総会(H27.6.22)において、同日、開催された教育・研究部会の議長で

あった安井副会長から、教育・研究部会では、分野別認証評価をテーマに協議し、

医学、薬学、看護等でこの分野別認証評価を進めているという状況から歯科も進

めるべきとか、これがどのように公開されるのか明確でないとか、私立大学の自

主性というものについてどのような方向で論議が行われるのかとか、平成 29 年

度以降の実施に向け今は基準の策定段階だが、本協会としてこの基準等について

意見を出していくべきであるというような多様な意見があったので、今後、出さ

れた意見を踏まえ、事に当たっていきたいと考えているとの報告があった。 

 

２．第 81 回総会(H28.3.28)において、同日、開催された教育・研究部会の議長で

あった井出会長から、教育・研究部会では、分野別の認証評価について実施する

ことは大事なことと考えるが、しかし、その評価を行う組織のあり方については、

各私立歯科大学・歯学部の財政的、あるいは人的な負担、手間などを考えると、

安易に組織を設置すべきではなく、国立、公立を含めより慎重によく考えていく

必要があるという意見が出されたことの報告があった。 
 

（５）モデル・コア・カリキュラムの改訂について 

    第 81 回総会(H28.3.28)において、同日、開催された教育・研究部会の議長であ

った井出会長から、教育・研究部会では、文科省はモデル・コア・カリキュラムの

改訂作業を始めており、現在、各大学に対して改訂に当たってのコメント要請が来

ている。しかし、従来の改訂作業の経過に鑑みれば、特に、臨床実習に学生の自験

をますます大学側へ強いてくるなど、学生数の少ない国立大学の現況に拠ったモデ

ル・コア・カリキュラムが作られていく恐れがあるので、これについて、今後、本

協会として、私学としては実施困難なことは困難であると強く文科省へ伝える必要

があるという意見があったことの報告があった。 
 

（６）高大接続システム改革について 

  第 7 回理事会（H27.10.19）において、安井副会長から、文科省における高大接

続システム改革に関する検討状況について、情報提供があった。（別記 8） 
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（７）附属病院の感染対策について 

１．第 7 回理事会（H27.10.19）において、三浦副会長(病院部会長・附属病院感染

対策協議会議長)から、第 8 回附属病院感染対策協議会が 7 月 10 日に開催され、

以下のことを決定し、既に実施または実施予定であるとの報告があった。 

①   第 7 回私立医科大学病院感染対策協議会総会が 7月 25 日に東邦大学医学

部で開催され、本協会から日本大学松戸歯学部の牧山先生、日本歯科大学生

命歯学部の足立先生が代表として参加いただいたこと。 

②   第 17 回国公立大学附属病院感染対策協議会総会が、10 月 19 日・20 日に

東京大学で開催され、本協会から鶴見大学歯学部の里村先生、福岡歯科大学

の森田先生が代表として参加いただいたこと。 

③   医療事故防止のための国公私立大学歯学部間の相互チェックについて、

今年度は全 17 私立歯科大学・歯学部が参加すること。 

④   今年度は、｢歯科診療における院内感染対策に関するアンケート調査｣と

｢歯科における抗菌薬の使用状況について｣の調査の二つを行うこととし、

｢歯科診療における院内感染対策に関するアンケート調査｣は、「デンタルチ

ェアーの感染対策について」と「教育等に関するアンケート調査」からなっ

ており、すでに 9 月に実施し、現在集計中との報告があった。また、｢歯科

における抗菌薬の使用状況について｣の調査実施について協力依頼があった。 
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別記８



 

２．第 81 回総会（H28.3.28）において、同日、開催された病院部会の議長であっ

た安井副会長から、病院部会では、附属病院感染対策協議会においてアンケート

調査を実施した「デンタルチェアーの感染対策」、「感染対策教育」、「歯科に

おける抗菌薬の使用状況」の結果について、同協議会の大阪歯科大学の松本先生、

福岡歯科大学の森田先生から報告があったとの報告があった。（別記 9） 
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別記９



 

（８）協会の「広報戦略」について 

１．第 1 回理事会（H27.4.20）において、小林専務理事から、第 5 回歯科プレスセ

ミナーの実施に向けて、これまでどおり、電通ＰＲと協働して実施したいことが

提案され、了承された。 

 

２．第 7 回理事会（H27.10.19）において、小林副会長から、第 5 回歯科プレスセ 

 ミナーが 10 月 21 日 14 時から、東京駅前の「コンファレンススクエア・エムプ  

ラス一階「サクセス｣で開催されること、講演者は、明海大学学長の安井利一先  

生が｢歯科とスポーツを探求する｣、また、神奈川歯科大学の山本龍生先生が｢歯  

  の健康とその後の認知症・転倒・要介護の関係｣の内容で行うことが報告された。

（別記 10） 

 

３．第 8 回理事会（H28.3.3）において、安井副会長から、平成 28 年度の広報戦略

事業について、2 月 26 日に実施委員会で、次いで、2 月 29 日に事務局長会議で

検討した旨の報告があった後、平成 28 年度実施事業として、第 6 回歯科プレス

セミナーの開催、ファクトブックの全面改訂、歯科診療及び歯科医師に関する

意識調査等を実施することが提案され、了承された。 

 

４．第 9 回理事会（H28.3.28）において、安井副会長から、第 6 回歯科プレスセミ

ナーについて、次のような説明があった。 

○ 第 6 回歯科プレスセミナーを開催することについては、第 8 回理事会にお

いて了承を頂いた、 

○ これまで（第 1 回～第 5 回）歯科プレスセミナーの講演を担当していない

8 大学へ、現在、講演者および講演内容の推薦を依頼しており、今後、頂い

た回答を基に、電通ＰＲ等と検討させていただきたい。 

との説明があり、了承された。 

 

５．第 81 回総会（H28.3.28）において、安井副会長から、協会の広報戦略事業に

ついて、次の説明があった。 

○ 協会の広報戦略事業は、平成 10 年代の末頃から、歯科に関する必ずしも

正確でないネガティブなマスコミ報道があったこともこれあり、入学志願者

数の大幅な減少が続いた。そこで、マスコミで失った信頼はマスコミを通じ

て返すべきという考えの下、各大学から拠出金を頂き、平成 22 年度から電

通ＰＲ社と協働して広報戦略事業を実施してきた。その後、入学志願者数が

回復してきたので、この２年間は歯科プレスセミナー事業のみを実施してき

たが、ここ 1、2 年は入学志願者数が少し頭打ち状態となってきた。 

○ これからどう進めて行くか理事会及び事務局長会議に諮った結果、もう一

度初期に戻って、入学志願者確保対策という重要な部分と歯科に対する国民

の正確なイメージを回復するという目的で、特別予算の残額の約 3,000 万円

により、一般生活者の歯科に関する意識調査、歯科に関するファクトブック

の作成、歯科プレスセミナーの開催等を電通ＰＲ社と協働して実施・展開し

ていくことの了解を頂いたところであり、合わせて、電通ＰＲに対しては、
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～歯科医学・歯科医療から国民生活を考える～ 

第 5 回歯科プレスセミナー 

講演１：歯科とスポーツを探求する 

 －健康づくりと安全対策そしてスポーツ・パフォーマンスまで－ 

講演２：歯の健康とその後の認知症・転倒・要介護の関係 

－歯科から健康寿命延伸への貢献を目指して－ 

 

＜開催概要＞ 

 

 ■日時  2015 年 10 月 21 日（水） 14：00～15：35（受付開始 13：30） 

 ■会場  コンファレンススクエア エムプラス 1 階「サクセス」 

   〒100-0005 東京都千代田区丸の内 2-5-2  TEL：03-3282-7777 

■登壇者 講演 1：明海大学 学長  安井利一 氏 

講演 2：神奈川歯科大学大学院社会歯科学講座 教授  山本龍生 氏 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 副会長・専務理事 安井利一 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 副会長 小林 馨 

 ■主催  一般社団法人 日本私立歯科大学協会 

 

 

＜ご案内略図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 駅名 出口 所要時間 

＜ＪＲ＞ 
「東京駅」 丸の内南口 徒歩 約２分 

京葉線「東京駅」 １０番出口より直結 

＜地下鉄＞ 

千代田線「二重橋前駅」 ４番出口 徒歩 約２分 

丸ノ内線「東京駅」 地下道経由 徒歩 約３分 

都営三田線「大手町駅」 Ｄ1 出口 徒歩 約４分  

東西線「大手町駅」 Ｂ1 出口 徒歩 約６分  

3

進行表

内容

■メディア受付～客席誘導

■協会代表挨拶

TIME LAP TITLE 登壇者

13：30 ‘30 受付

14：00 ‘5 主催者挨拶
一般社団法人 日本私立歯科大学協会

安井 利一 副会長・専務理事

■講師ご講演

歯科とスポーツを探求する

－健康づくりと安全対策そして

スポーツ・パフォーマンスまで－

14：10 ‘35 講演①
明海大学

安井 利一 学長

14：45 ‘35 講演②

神奈川歯科大学大学院

口腔科学講座 社会歯科学分野

山本 龍生 教授

■講師ご講演

歯の健康とその後の認知症・転倒・要介護の関係

－歯科から健康寿命延伸への貢献を目指して－

15：30 ‘05 閉会 三浦  行 副会長 ■15：35終了

15：20 ‘10 質疑応答

進行：小林 馨 副会長
回答：

明海大学

安井 利一 学長

神奈川歯科大学大学院

口腔科学講座社会歯科学分野

山本 龍生 教授

■質疑応答

■協会概要紹介 講師紹介14：05 ‘5
協会概要紹介

講師紹介
一般社団法人 日本私立歯科大学協会

小林 馨 副会長
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（９）私立歯科大学（学部）の財政等の現状について（平成 26 年版）  

平成 26 年度第 1 回経営部会（H26.6.19）において協議し合意された項目により、

加盟大学から資料の提供を受け、平成 26 年版を作成し、平成 27 年度第 1 回経営部

会（H27.6.22）の審議を経て、加盟大学へ一部づつ送付した。 

 

  （10）広報の発行(第 70 号・第 71 号) について  

協会の広報は、年 2 回発行（原則 9 月と 3 月の予定）し、記載事項は、 

① 巻頭言 

② 時事問題等についての座談会記事 

③ 「加盟大学のニュース」として、加盟大学発行の広報誌から、行事、歯学部

長・病院長以上の異動・叙勲・訃報、特色ある施設等の紹介 

④ 「新聞記事の要点」（「教育関係」及び「歯科関係」記事のうち重要なもの）

として、記事の見出し・年月日・掲載紙名の一覧 

⑤ 協会主催会議・事業の概要 

⑥ 協会作成資料 

⑦ 人事異動消息 

⑧ その他協会広報にふさわしいもの 

とし、内容の充実に努める。 

以上の編集方針について、広報委員会（H27.11.5 開催）で審議・了承され、 

第 70 号は平成 27 年 11 月 30 日に、第 71 号は平成 28 年 3 月 31 日に発行した。 

（別記 11） 
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（11）受験生確保対策事業について 

 
第１回受験生確保対策委員会（H27.10.28）において、協議の結果、平成27年度

受験生確保対策事業は、時間的制約から継続事業を中心に実施することとした。 

平成27年度に実施した事業の概要は、下記のとおり。 

 

１．私立歯科大学・歯学部の受験を希望する高校生等が、受験計画を立てる際の

参考にしてもらうため、主要な全国の高等学校（校長及び進路指導部主事宛）に

下記資料を送付し、校内への掲示ならびに受験希望者への配布を依頼した。 

① 新しい歯科医師の時代がやってくる！ 

② これから歯科医師をめざすみなさんへ 

③ 私立大学 17 歯学部問い合わせ先＆アクセス一覧 

④ 私立大学 17 歯学部平成 28 年度入試（一般入試・センター利用入試）のお知らせ 

 

２．「医歯薬進学4月号（平成28年3月発刊）｣に下記広告を掲載した。 

① 新しい歯科医師の時代がやってくる！ 

② これから歯科医師をめざすみなさんへ 

③ 私立大学 17 歯学部問い合わせ先＆アクセス一覧 

 

３．インターネット・ホームページによるＰＲ 

（１）ホームページ掲出内容 

 ① 全入試日程（加盟大学17歯学部の平成28年度入試日程一覧） 

 ② 加盟大学入試要項（加盟大学17歯学部の平成28年度入試要項） 

 ③ 入試結果報告（加盟大学17歯学部の平成27年度入試結果） 

 ④ 歯学部を目指す皆さんに(Q&A)(私立歯科大学の特長等についての一問一答) 

 ⑤ 協会の刊行物 

 ⑥ 協会の概要 

（２）ホームページアドレス（ＵＲＬ） 

 http://www.shikadaikyo.or.jp/  

 http://www.shikadaigakujukenjouhou.jp/ 

４．受験生確保対策事業費 

（１）平成27年度予算額： 4,000,000円 

（２）平成27年度決算額： 2,237,169円 
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http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000061201.html
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歯 大 協 発 第 ６ １ 号 

平成２７年１２月２４日 

 

病 院 部 会 
  部会員           殿 
 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 

病院部会長 三 浦  行  

 

医療事故調査制度に関するアンケート調査について (依頼) 

 

謹啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 平素、本協会病院部会の運営等にご協力いただきまして、誠にありがとうございます。 

 さて、平成26年6月25日付で交付された、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進

するための関係法律の整備等に関する法律（平成26年法律第83号）により、医療法（昭和23

年法律第205号）の一部が改正され、このうち、改正後の医療法における医療事故調査及び医

療事故調査・支援センターに関する規定について、平成27年10月1日から施行されたところで

す。 

 医療事故防止とともに、医療事故が起きた場合の対応は、各大学附属病院においても重要

な課題です。法の施行に伴う各大学における対応について情報を提供いただき、病院部会に

おける資料とさせていただきたいと思います。 

 つきましては、ご多忙の折、まことに恐縮ですが、別添｢医療事故調査制度に関するアンケ

ート調査｣に貴大学の状況等をご記入の上、平成28年１月25日（月）までに、本協会事務局へ

郵便又はＦＡＸにてご返送くださいますよう、ご協力の程お願い申し上げます。 

謹 白  

 
【追記】 

別添の「調査票」は、電子媒体（ワードファイル）がございますので、ご入り用の場合は、

メール（jimkyoku@shikadaikyo.or.jp）にて、お申し付けください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一般社団法人 日本私立歯科大学協会 
事 務 局 

〒102－0074 
東京都千代田区九段南３－３－４ 

ニューライフビル内 
ＴＥＬ:  0 3 - 3 2 6 5 - 9 0 6 8 
ＦＡＸ:  0 3 - 3 2 6 5 - 9 0 6 9 
E-mail： jimkyoku@shikadaikyo.or.jp 
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